
令和７年６月

寄 居 町

町立学校給食センター調理等業務委託（長期継続契約）

公募型プロポーザル実施要領



１ 目 的

２ 業務等概要

（１）件 名  町立学校給食センター調理等業務委託

（２）目 的  安全でおいしい給食を安定的に児童生徒に提供し、より良い学校給食を実施する。

（３）内 容  寄居町立学校給食センターの調理等

        （別添「町立学校給食センター調理等業務委託仕様書」を参照）

（４）対象の施設等

施設名 寄居町立学校給食センター

所在地 寄居町大字鉢形２０８番地１

建築年月 平成１４年３月竣工

建物面積 敷地面積 ㎡、延床面積 ㎡

システム ドライシステム方式

調理品目 １献立あたり概ね副菜３品調理

炊飯、パン、麺類は外注 アレルギー対応はなし

配食校数 小学校６校、中学校３校

調理予定食数 約２，１００食／日

調理稼働日数 約１８５日／年

（５）委託期間

   契約締結日から令和１０年７月３１日まで

   （ただし、契約締結日から令和７年８月３１日までは、準備期間とする。）

３ 予算額

  業務等に要する費用の上限は、 円とする。
  （ただし、消費税額及び地方消費税額を含む。）

４ 実施形式  公募型プロポーザル方式

５ 参加資格

（２）関東圏内（１都６県）に本社又は事業所を有していること。

4,814.87 1,756.95

345,214,100

（３）学校給食業務において、過去５年以内に食品衛生法（昭和２２年法律第２３３号）に基づく営業
  停止の処分を受けていないこと。ただし、当該処分後の対応、改善策に関する書面等により、適正
  な食品衛生管理の対応が確認できる場合は除く。
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  本要領は、寄居町立学校給食センターの調理等業務委託を実施するにあたり、契約の相手方とな
 る候補者を選定するため、公募型プロポーザル競争に必要な事項を定めたものである。

  本プロポーザルの公告日おいて、寄居町入札参加資格者名簿に登載されており、かつ、次に掲げ
 る事項をすべて満たさなければならない。

（１）学校給食調理業務において、１日当たり１施設２，０００食以上の実績を有している者である
  こと。



（５）次のいずれの場合にも該当しない者

  ① 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当する者。

  ② 寄居町の指名停止措置を受けている者。

  ④ 最近１年間の法人税、消費税及び法人市町村民税を滞納している者。

（６）資格の確認

６ 応募書類等の公表

  実施要領等の公表を次のとおり行う。

 ① 公表期間  令和７年６月１6日（月）～令和７年７月８日（火）

 ② 公表場所  町ホームページ

 ③ 公表資料  ア：実施要領  イ：仕様書  ウ：様式集

７ 質問及び回答

（１）質問方法

   質問書（様式１号）に内容を簡潔にまとめて記載し、ＦＡＸにより提出する。

（２）受付期限  令和７年６月２７日（金）午後５時まで

（３）提出先   寄居町立学校給食センター ＦＡＸ ０４８－５８１－３８１６

（４）質問の回答

８ 参加申込書及び提案書等の提出

（１）提出期限  令和７年７月１１日（金）午後５時まで（土・日を除く）

（２）提出先   寄居町立学校給食センター

（３）提出方法  持参又は郵送
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（４）製造物責任法（平成６年法律第８５号）に基づく損害賠償責任を履行するため、委託期間を保険
  期間とし、対人賠償額を定めた生産物賠償責任保険に加入することが可能な者。

  ③ 破産法（平成１６年法律第７５号）の規定による破産手続開始の申立て、会社更生法（平成

   １４年法律第１５４号）の規定による更生手続開始の申立て又は民事再生法（平成１１年法律

   第２２５号）の規定による再生手続開始の申立てがなされている者。ただし、会社更生法に基

   づく更生手続開始の決定を受けた者又は民事再生法に基づく再生計画認可の決定（確定したも

   のに限る。）を受けた場合は、この限りでない。

  ⑤ 寄居町の締結する契約からの暴力団排除措置に関する要綱（平成１８年寄居町告示第１８９
   号）に基づく指名除外の措置を受けている者。

  応募事業者の確認は、参加申込書（様式２号）の提出日を基準とする。ただし、資格確認後から
 審査結果の決定日までに応募者の備えるべき要件を欠くような事態が生じた場合には失格とする。

  本実施要領等の内容に関する質問は、企画提案を予定する事業者が行うものとし、次のとおり受
 け付けるものとする。

   質問があった場合は、回答を令和７年７月４日（金）までに、町のホームページ上で回答す
  る。なお、電話及び口頭等による個別対応はしない。

        ※ 郵送の場合は必着とし、受取日時及び配達されたことが証明できる方法による
         こと。郵便事故等については、町は一切の責任を負わない。



（４）提出書類  ア：参加申込書（様式２号）            １部

         イ：様式２号記載の添付書類           各１部

         ウ：提案書等（様式３号～１１号）   正１部、副１１部

（５）提案書について

         ア：原則としてＡ４判・縦型・横書き・左綴じで作成すること。

         イ：各様式枚数制限の範囲内にて、評価項目について記載すること。

         ウ：見積額は、上限金額を、 千円（消費税込）の範囲内（2年11ヶ月

          間分総額）であること。

（６）提案書に関する留意事項

  ① 応募事業者は、提案書の提出をもって実施要領の記載内容を承諾したものとみなす。

  ② 提案に関して必要な費用は、応募事業者の負担とする。

  ⑤ 提出された書類については、変更できないものとし、またその理由にかかわらず返却しない。

   ア：応募事業者が不渡手形又は不渡小切手を出した場合

   イ：一の事業者が複数の提案を行った場合

   ウ：同一事項に対し、２通り以上の書類が提出された場合

   エ：記載すべき事項の全部又は一部が記載されていない場合

   オ：虚偽の内容が記載されている場合

   カ：審査の公平性に影響を与える行為があった場合

   キ：著しく信義に反する行為があった場合

９ 一次審査

（１）審査方法

345,214
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         エ：見積書（様式１号）に記載する金額は、全期間の業務委託金額とし、消費税

          額及び地方消費税額を含む。税率は、１０パーセントとして計算し、その額を

          括弧書きすること。

         オ：見積書（様式１１号）には、人件費、保健衛生費、現場経費、管理費等、詳
          細な積算内訳書（様式任意）を添付すること。

  ③ 提案に関して使用する言語は日本語とし、単位は計量法（平成４年法律第５１号）に定める
   ものとし、通貨単位は円とする。 

  ④ 応募事業者から実施要領に基づき提出される書類の著作権は、原則として書類の作成者に帰
   属するものとする。ただし、町は当該事業選定に限り、実施要領等に基づき提出される書類の
   内容を無償で使用することができるものとする。

  ⑥ 町が提示する資料は、提案に係る検討以外の目的で使用することを禁止する。また、この検
   討の範囲内であっても、町の了承を得ることなく、第三者に対してこれを使用させ、または、
   内容を提示することを禁止する。

  ⑦ 参加申込書提出日から受託事業者が決定されるまでの間に、次のいずれかに該当する場合の
   応募は、無効とする。

   参加申込時の提出書類から、寄居町教育委員会にて実施要領にある各条件を満たしているか書
  類審査を行う。



（２）審査結果の通知

   書類審査を通過したものに二次審査について通知する。

   一次審査で条件を満たしていなかったものについては、その旨を通知する。

１０ 二次審査

（１）審査方法

   プレゼンテーション及び質疑応答

   ・期 日 令和７年７月２８日（月）

        ※時間については、一次審査の結果通知にて通知する。

   ・場 所 寄居町役場内

   ・内 容 プレゼンテーション２０分と質疑応答１０分含めて３０分程度

   ・出席者 応募事業者の出席は３名までとする。

  ② 審査を行う順番は、参加申込書の受付順とする。

（２）委託業者選定審査基準

  ① 標準的な審査基準は次の項目によるものとする。

学校給食に対する基本的な考え

調理業務実施体制

業務の安全な運営

危機管理に対する方針

衛生管理

調理従事者等の研修移行準備

経費削減

見積書

合計

  ② 選定結果の通知

    全提案者に対して文書により通知する。

１１ 優先交渉権者の決定

提 案 項 目 配点

１ 10
２ 15
３ 20
４ 10
５ 20
６ 10
７ 5
８ 20

110
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  提案書等について、寄居町立学校給食センター調理等業務委託業者選定委員会（以下「選定委員

 会」という。）において、下記の審査方法に基づいて審査を行い、総合的に最も優れた事業者の選

 定を行う。

  ① 選定委員会は、第一次審査において選定された応募事業者を対象に、１事業者ずつプレゼン
   テーション及び質疑応答による審査を行う。

  町は、選定委員会の審査結果を踏まえて、評価点が最も高い事業者を、優先交渉権者とし、随意

 契約の交渉を行う。なお、最高点を得た者が２者以上ある場合は、見積金額の最も低い者を優先交

 渉権者として特定する。優先交渉権者が契約を締結しない場合は、評価点の高い事業者から順に契

 約交渉を行い、合意に達した事業者と契約を締結する。



１２ 提案書等に関するその他事項

（１）遵守法令等

  ① 学校給食法、食品衛生法、労働基準法等の労働関係法令、その他関連法規等

（２）履行の確認及び委託料の支払い

  ① 委託料は、令和７年９月分を初回として、月ごとに支払うものとする。

（３）情報公開

１３ 主な日程（予定）

   ６月２７日（金）  実施要領等に関する質問の受付期限

   ７月 ４日（金）  質問に対する回答

   ７月１１日（金）  業務提案書類の受付期限

   ７月１８日（金）  一次審査結果通知

   ７月２８日（月）  二次審査（プレゼンテーション審査）

   ７月下旬      二次審査結果通知

   ７月下旬      選定事業者の決定

１４ 問合せ先

   寄居町教育委員会 寄居町立学校給食センター

   所 在 地 ： 〒３６９－１２２４

           埼玉県大里郡寄居町大字鉢形２０８－１

   電   話 ： ０４８－５８１－２１３９

   Ｆ Ａ Ｘ ： ０４８－５８１－３８１６

   電子メール ： ｋｓ１５３ｇ@ｔｏｗｎ.ｙｏｒｉｉ.ｓａｉｔａｍａ.ｊｐ
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  ② 学校給食衛生管理基準（文部科学省）、大量調理施設衛生管理マニュアル（厚生労働省）、
   その他関連要綱等

  ② 受託事業者は、委託業務完了報告書を提出し、町による業務履行確認を経た上で、当該月分

   の委託料を町に請求することができる。なお、町が事業者に支払う各月の委託料の額は、各年

   度委託契約金額をその年度の契約月数で除した額（ただし端数は３月分で調整）とする。

  ③ 町は、所定の当該支払請求書を受理した日から起算して３０日以内に委託料を支払ものとす
   る。

   町は、提案書等について寄居町情報公開条例（平成１３年条例第２号）の規定による請求に基

  づき、第三者に公開できるものとする。ただし、提案者の正当な利益を害すると認められる情報

  は、非公開となる場合があり、プロポーザル競争の契約候補者選定に影響を及ぼす恐れがある情

  報は、選定後の公開とする。


